
１．平成16年９月中間期の業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  15円83銭 
※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の５ページを参照して下さい。 

平成平成平成平成17171717年３月期年３月期年３月期年３月期    個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表のののの概概概概要要要要    平成16年11月15日
上場会社名 株式会社シンワ 上場取引所 大証第２部 
コード番号 2654 本社所在都道府県 大阪府 
(URL http://www.shinwa-c.com/)
代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 白山 俊二 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長氏名 山口 昇 ＴＥＬ  （06）6683－3101 
決算取締役会開催日 平成16年11月15日 中間配当制度の有無 有 
    単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株） 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
16年９月中間期 9,841 △19.5 156 26.1 133 △14.3 
15年９月中間期 12,232 2.6 212 254.0 155 － 

16年３月期 23,714   394   269  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭
16年９月中間期 79 △36.1 14 78 
15年９月中間期 124 － 23 12 

16年３月期 205   38 32 

（注）①期中平均株式数 16年９月中間期
5,368,000

株 15年９月中間期
5,368,000

株 16年３月期 
5,368,000

株
②会計処理の方法の変更 無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況   

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

  円 銭 円 銭
16年９月中間期 － －     ――――――  

15年９月中間期 － －     ――――――  

16年３月期     ―――――― 5 00  
(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円 銭
16年９月中間期 7,007 869 12.4 161 97 
15年９月中間期 8,330 707 8.5 131 80 

16年３月期 7,888 788 10.0 146 98 

（注）①期末発行済株式数 16年９月中間期
5,368,000

株
15年９月中間期

5,368,000
株

16年３月期 
5,368,000

株
②期末自己株式数 16年９月中間期 －株 15年９月中間期 －株 16年３月期 －株

２．平成17年３月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 
期末  

    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭
通 期 20,450   130   85   5 00 5 00 
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

   
前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 *2 1,274,263     1,414,574     1,836,836    

２ 受取手形   113,225     46,434     10,809    

３ 売掛金   2,741,660     2,227,758     2,481,392    

４ たな卸資産   1,213,121     473,364     758,418    

５ その他   212,085     175,031     147,410    

６ 貸倒引当金   △37,133     △42,169     △44,696    

流動資産合計     5,517,222 66.2   4,294,994 61.2   5,190,171 65.8 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産                    

(1）建物 *1,2 986,477     970,318     957,283    

(2）土地 *2 666,661     666,661     666,661    

(3）その他 *1 56,006     51,067     51,371    

有形固定資産合
計   1,709,145     1,688,047     1,675,316    

２ 無形固定資産   20,946     15,747     18,664    

３ 投資その他の資
産                    

(1）保険積立金 *2 220,799     220,799     220,799    

(2）保証金   439,788     409,540     419,642    

(3）その他 *2 443,781     398,170     384,222    

(4）貸倒引当金   △20,981     △19,569     △20,334    

投資その他の資
産合計   1,083,387     1,008,942     1,004,330    

固定資産合計     2,813,479 33.8   2,712,736 38.8   2,698,311 34.2 

資産合計     8,330,702 100.0   7,007,731 100.0   7,888,482 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形   231,092     127,164     354,818    

２ 買掛金   1,358,671     1,053,261     1,535,311    

３ 短期借入金 *2 3,630,792     1,733,366     2,837,420    

４ １年内返済予定
長期借入金 *2 －     941,530     392,780    

５ 未払金 *2 472,803     394,383     338,410    

６ 未払法人税等   494     9,430     4,400    

７ 賞与引当金   32,806     42,980     37,707    

８ ポイントカード
引当金   －     8,539     8,775    

９ その他 *2,6 461,898     123,726     115,509    

流動負債合計     6,188,559 74.3   4,434,382 63.3   5,625,132 71.3 

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 *2 1,261,892     1,601,674     1,337,152    

２ 退職給付引当金   4,790     4,854     4,021    

３ その他   167,951     97,376     133,214    

固定負債合計     1,434,634 17.2   1,703,905 24.3   1,474,387 18.7 

負債合計     7,623,193 91.5   6,138,288 87.6   7,099,520 90.0 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     364,520 4.4   364,520 5.2   364,520 4.6 

Ⅱ 資本剰余金                    

１ 資本準備金   204,070     204,070     204,070    

資本剰余金合計     204,070 2.4   204,070 2.9   204,070 2.6 

Ⅲ 利益剰余金                    

１ 利益準備金   －     －     －    

２ 任意積立金   －     －     －    

３ 中間（当期）未
処分利益   124,117     258,181     205,704    

利益剰余金合計     124,117 1.5   258,181 3.7   205,704 2.6 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金     14,800 0.2   42,671 0.6   14,667 0.2 

資本合計     707,508 8.5   869,443 12.4   788,962 10.0 

負債資本合計     8,330,702 100.0   7,007,731 100.0   7,888,482 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

   
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     12,232,007 100.0   9,841,943 100.0   23,714,012 100.0 

Ⅱ 売上原価     10,761,102 88.0   8,498,279 86.3   20,868,788 88.0 

売上総利益     1,470,904 12.0   1,343,664 13.7   2,845,223 12.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     1,258,818 10.3   1,186,938 12.1   2,450,494 10.3 

営業利益     212,086 1.7   156,726 1.6   394,729 1.7 

Ⅳ 営業外収益 *1   10,352 0.1   38,569 0.4   23,672 0.0 

Ⅴ 営業外費用 *2   66,989 0.5   62,126 0.6   148,963 0.6 

経常利益     155,449 1.3   133,169 1.4   269,438 1.1 

Ⅵ 特別利益 *3   － －   13,292 0.1   － － 

Ⅶ 特別損失 *4   30,695 0.3   60,455 0.6   59,135 0.2 

税引前中間（当
期）純利益     124,753 1.0   86,005 0.9   210,302 0.9 

法人税、住民税及
び事業税     636 0.0   6,688 0.1   4,598 0.0 

中間(当期)純利益     124,117 1.0   79,317 0.8   205,704 0.9 

前期繰越利益     －     178,864     －  

中間（当期）未処
分利益     124,117     258,181     205,704  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価
方法 

(1）有価証券 
子会社株式 
 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 
子会社株式 

同左 

(1）有価証券 
子会社株式 

同左 
  その他有価証券 

ａ．時価のあるもの 
 中間会計期間末の市場価格
等に基づく時価法（評価差額
は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法に
より算定） 

その他有価証券 
ａ．時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 
ａ．時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づ
く時価法（評価差額は全部資
本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定） 

  ｂ．時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

ｂ．時価のないもの 
同左 

ｂ．時価のないもの 
同左 

  (2）デリバティブ 
 時価法 

(2）デリバティブ 
同左 

(2）デリバティブ 
同左 

  (3）たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 
 個別法による原価法 

(3）たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 

同左 

(3）たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 

同左 
  ｂ．貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価
法 

ｂ．貯蔵品 
同左 

ｂ．貯蔵品 
同左 

２．固定資産の減価償却の方
法 

(1）有形固定資産 
 建物は定額法、建物以外につ
いては定率法によっておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。 
建物       ７～44年 
その他      ３～20年 

(1）有形固定資産 
同左 

(1）有形固定資産 
同左 

  (2）無形固定資産 
 定額法によっております。な
お、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可
能期間（５年）に基づいており
ます。 

(2）無形固定資産 
同左 

(2）無形固定資産 
同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権につ
いては、貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を考慮
し、回収不能見込額を計上して
おります。 

(1）貸倒引当金 
同左 

(1）貸倒引当金 
同左 

  (2）賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に備える
ため、将来の支給見込額のう
ち、当中間会計期間の負担額を
計上しております。 

(2）賞与引当金 
同左 

(2）賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に備える
ため、将来の支給見込額のう
ち、当期の負担額を計上してお
ります。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  (3）    ───── 
  

(3）ポイントカード引当金 
 ポイントカードにより顧客に
付与したポイント利用に備える
ため、当中間会計期間末のポイ
ント残高に対し、利用実績率に
基づき算出した将来利用される
と見込まれる額を計上しており
ます。 
（追加情報） 
 前事業年度より、焼肉店「あ
ふさか牛太郎」において、ポイ
ントカード制度を導入したた
め、ポイントカード引当金を計
上しております。なお、前事業
年度下半期において、会員数の
増加に伴いポイント残高が増加
し、金額的重要性が増したこと
及び利用実績率を合理的に見積
もることができるようになった
ことから、前事業年度末よりポ
イントカード引当金を計上する
こととしたものであり、前中間
会計期間末はポイントカード引
当金の計上は行っておりませ
ん。 

(3）ポイントカード引当金 
 ポイントカードにより顧客に
付与したポイント利用に備える
ため、当事業年度末のポイント
残高に対し、利用実績率に基づ
き算出した将来利用されると見
込まれる額を計上しておりま
す。 
（追加情報） 
 当事業年度より、焼肉店「あ
ふさか牛太郎」において、ポイ
ントカード制度を導入したた
め、ポイントカード引当金を計
上しております。なお、当事業
年度下半期において、会員数の
増加に伴いポイント残高が増加
し、金額的重要性が増したこと
及び利用実績率を合理的に見積
もることができるようになった
ことから、当事業年度末よりポ
イントカード引当金を計上する
こととしたものであり、当中間
会計期間末はポイントカード引
当金の計上は行っておりませ
ん。 

  (4）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当中間会計期間末の年金財
政計算における責任準備金によ
り見込まれる退職給付債務及び
年金資産の額に基づき、当中間
会計期間末において発生してい
ると認められる額を計上してお
ります。 

(4）退職給付引当金 
同左 

(4）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末の年金財政計
算における責任準備金により見
込まれる退職給付債務及び年金
資産の額に基づき、当事業年度
末において発生していると認め
られる額を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決
算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処
理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日
の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理し
ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

同左 同左 
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表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用してお
ります。なお、為替予約取引に
ついて振当処理の要件を充たし
ている場合には振当処理を採用
しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理によっており
ます。なお、為替予約取引につ
いて振当処理の要件を充たして
いる場合には振当処理を、金利
スワップ取引について特例処理
の要件を充たしている場合には
特例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 
同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…為替予約取引 
ヘッジ対象…外貨建金銭債務

及び外貨建予定
取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
ａ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

ｂ．ヘッジ手段…金利スワッ
プ取引 

  ヘッジ対象…借入金の支
払利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
ａ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

ｂ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ方針 
 外貨建の商品代金の支払いに
ついて、将来の取引市場での為
替相場変動リスクを回避する目
的で行っており、原則として外
貨建仕入契約残高の範囲内でデ
リバティブ取引を利用すること
とし、投機目的のデリバティブ
取引は、行わない方針でありま
す。 

(3）ヘッジ方針 
 外貨建の商品代金の支払いに
ついて、将来の取引市場での為
替相場変動リスクを回避するこ
と及び借入金に係る金利の相場
変動によるリスクを回避するこ
とを目的に行っております。原
則として外貨建仕入契約の残高
の範囲内で為替予約取引を、借
入金残高の範囲内で金利スワッ
プ取引を利用することとし、投
機目的のデリバティブ取引は、
行わない方針であります。 

(3）ヘッジ方針 
同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 
 キャッシュ・フロー変動を完
全に相殺するものと想定するこ
とができるため、ヘッジの有効
性の判定は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 
同左 

７．その他中間財務諸表（財
務諸表）作成のための基
本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

────── （中間貸借対照表） 
 「１年内返済予定長期借入金」は、前中間期まで、流
動負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当
中間期末において負債資本の合計額の100分の５を超え
たため区分掲記しました。 
 なお、前中間期末の「１年内返済予定長期借入金」の
金額は272,780千円であります。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

543,988千円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

       616,457千円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

       576,490千円 
＊２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 
(1）担保に供している資産 

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 
現金及び預金 110,228千円
建物 469,275千円
土地 666,661千円
保険積立金 220,799千円
その他 
(投資有価証券) 

172,160千円

計 1,639,125千円

建物   452,915千円
土地   666,661千円
保険積立金   220,799千円
その他 
(投資有価証券) 

  204,226千円

計 1,544,603千円

建物   461,094千円
土地   666,661千円
保険積立金   220,799千円
その他 
(投資有価証券) 

  172,627千円

計 1,521,182千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金 2,566,039千円
長期借入金 
(１年内の返済
予定額を含む) 

1,526,672千円

関税等の未払金
に対する損害保
険会社による保
証 

337,726千円

計 4,430,438千円

短期借入金 1,145,255千円
長期借入金 
(１年内の返済
予定額を含む) 

2,315,204千円

関税等の未払金
に対する損害保
険会社による保
証 

 267,843千円

計 3,728,303千円

短期借入金 1,904,752千円
長期借入金 
(１年内の返済
予定額を含む) 

1,435,932千円

関税等の未払金
に対する損害保
険会社による保
証 

  170,990千円

計 3,511,674千円

 ３ 偶発債務 
 従業員の金融機関からの借入
に対し次のとおり債務保証を行
っております。 

 ３ 偶発債務 
 従業員の金融機関からの借入
に対し次のとおり債務保証を行
っております。 

 ３ 偶発債務 
 従業員の金融機関からの借入
に対し次のとおり債務保証を行
っております。 

従業員（５名） 2,860千円 従業員（５名）     1,310千円 従業員（７名）     2,268千円

 ４   ──────  ４   ──────  ４ 受取手形割引高 70,049千円 

 ５   ──────  ５ 当社は長期安定資金を確保し
財務基盤の強化を図るため、主
力取引銀行４行との間で、分割
実行可能期間付シンジケートロ
ーン契約を締結しております。
この契約に基づく当中間会計期
間末の借入未実行額は次のとお
りであります。 
貸出コミットメ
ントの総額 

1,000,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 －千円

 ５ 当社は長期安定資金を確保し
財務基盤の強化を図るため、主
力取引銀行４行との間で、分割
実行可能期間付シンジケートロ
ーン契約を締結しております。
この契約に基づく当事業年度末
の借入未実行額は次のとおりで
あります。 
貸出コミットメ
ントの総額 

1,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,000,000千円
＊６ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税
等は、相殺のうえ、金額的重要
性が乏しいため、流動負債の
「その他」に含めて表示してお
ります。 

＊６ 消費税等の取扱い 
同左 

＊６   ────── 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

＊１ 営業外収益のうち主要なもの ＊１ 営業外収益のうち主要なもの ＊１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 825千円 受取利息    527千円 受取利息   1,807千円

＊２ 営業外費用のうち主要なもの ＊２ 営業外費用のうち主要なもの ＊２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 60,100千円 支払利息  53,179千円 支払利息 118,369千円

＊３   ────── ＊３ 特別利益のうち主要なもの ＊３   ────── 

  役員負担金  10,000千円
貸倒引当金戻入益  3,292千円

 

＊４ 特別損失のうち主要なもの ＊４ 特別損失のうち主要なもの ＊４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 38千円
会員権評価損 11,500千円
店舗解約損失 7,213千円
役員退職金 9,700千円
保険積立金解約損 2,243千円

建物除却損   42千円
工具、器具及び備
品除却損 

    122千円

投資有価証券評価
損 

 4,089千円

役員退職金  2,940千円
牛肉売買代金返還
金 

 53,261千円

工具、器具及び備
品除却損 

   38千円

会員権評価損 11,500千円
店舗解約損失  31,197千円
店舗閉鎖損失   4,457千円
役員退職金   9,700千円
保険積立金解約損  2,243千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 39,076千円
無形固定資産 3,063千円

有形固定資産  41,258千円
無形固定資産   2,916千円

有形固定資産  79,732千円
無形固定資産   6,200千円
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① リース取引 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

建物 5,845 547 5,298 

有形固定
資産のそ
の他 

631,162 231,035 400,127 

無形固定
資産 74,140 22,118 52,022 

合計 711,148 253,700 457,447 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

建物 5,845 1,716 4,129 

有形固定
資産のそ
の他 

627,677 352,018 275,659 

無形固定
資産 74,140 37,258 36,882 

合計 707,663 390,992 316,670 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物 5,845 836 5,008 

有形固定
資産のそ
の他 

631,162 305,064 326,098 

無形固定
資産 74,140 30,298 43,842 

合計 711,148 336,199 374,949 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 139,854千円
１年超 326,076千円

合計 465,931千円

１年内   142,382千円
１年超   183,694千円

合計   326,076千円

１年内   141,097千円
１年超   255,249千円

合計   396,347千円

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

支払リース料 71,874千円
減価償却費相当額 67,685千円
支払利息相当額 5,746千円

支払リース料  74,335千円
減価償却費相当額 70,097千円
支払利息相当額   4,321千円

支払リース料 146,616千円
減価償却費相当額 143,175千円
支払利息相当額  10,895千円

４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 
同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 
同左 

５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取
得価額相当額の差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 
同左 

５．利息相当額の算定方法 
同左 
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② 有価証券 
 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ
ん。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 ──────  ──────  平成16年５月７日に当社取締役１名
が以下の取引に関して「補助金等に係
る予算の執行の適正化に関する法律」
違反容疑で逮捕され、同年５月28日に
起訴されました。 
販売先 羽曳野市食肉事業共同組合 
販売時期 平成13年11月30日 
販売内容 

 当社は、その社会的責任に基づき、
平成16年６月11日開催の取締役会にお
いて、上記取引金額を限度として損害
賠償する旨を決議いたしました。この
結果、賠償が認められた場合には、同
額の損失計上が見込まれます。 

国産牛肉  47ｔ  49,337千円
サイコロステーキ 12ｔ 3,923千円

 計   53,261千円

- 37 -


